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記入上の注意

１　資格喪失日は退職日の翌日となります。

２　被扶養者欄について

　　本人（被保険者）の取得又は喪失時は、被扶養者欄も必ず記入してください。本人（被保険者）の取得又は

　　喪失以外の理由により認定・除外された場合は、本人（被保険者）の「喪失」及び「退職」年月日欄以外、

　　すべての項目を記入してください。また、除外の場合は「退職以外の時の喪失理由」欄も必ず記入してください

　　（例：収入上限を超えたため、離婚等）。

届け出に必要なもの ★印は必ずお持ちください。　　　　○印は該当の方のみお持ちください。

★　健康保険（共済組合）取得・喪失連絡票 ★　窓口に来られる方の本人確認書類

★　世帯主と加入される方のマイナンバーのわかるもの ★　印鑑

○　医療費受給者証（子ども・母子等・障害者・精神障害者） ○　年金手帳

○　委任状（本人や同世帯の家族以外が手続きする場合） ○　障害者手帳

お届けはお早めに！（１４日以内にお届けください）
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　　　従業員の方が就職や退職されたときは、本人及び配偶者や被扶養者について、国民健康保険と

　　国民年金の手続きが必要です。

　　　届け出をしないと、医療給付を受けられなくなり社会保険等の資格喪失日から届け出日までに

　　かかった医療費が全額自己負担となる場合があります。

　　　就職または退職された方に「健康保険（共済組合）取得・喪失連絡票」を交付していただき、

　　必ず届け出をするようご指導ください。

　　１　転職により、前から引き続き厚生年金保険・健康保険に加入するときは届け出は不要です。

　　　（ただし、配偶者については届け出が必要な場合もあります。届書は事業主へ提出してください。）

　　２　本人の就職により配偶者が健康保険（共済組合）の被扶養者となったときは、配偶者については

　　　　国民年金の第３号被保険者になる届け出が必要です。届書を事業主へ提出してください。

　　３　就職した後も、国民健康保険被保険者証を使用すると、医療費を返納することになります。

　　１　退職後、１４日以内に国民健康保険の資格取得の届け出をしないと、医療費が全額自己負担と

　　　　なる場合があります。

　　２　国民健康保険料は、資格が発生した日（健康保険等の資格喪失日）の属する月から算定されます

　　　　のでご注意ください。

　　３　国民健康保険料の納付義務者は世帯主です。世帯主が国民健康保険に加入しているかいないかに

　　　　関係なく、納入通知書は世帯主宛に送られます。

　　４　退職後、引き続き他の事業所に就職して、厚生年金保険・健康保険・共済組合に加入するときは、

　　　　届け出は不要です。（ただし、扶養している配偶者については届け出が必要な場合もあります。

　　　　届書は事業主へ提出してください。）

　　５　配偶者が、国民年金の第３号被保険者であったときは、本人の退職により配偶者も第１号被保険

　　　　者になる届け出が必要です。届書をお住まいの市区町村役場へ提出してください。

　　６　厚生年金で年金受給資格期間を満たした方が退職された場合も、６０歳になるまでは国民年金の

　　　　第１号被保険者となります。届書をお住まいの市区町村役場へ提出してください。

の提出が必要です。
国民健康保険の資格取得届

国 民 年 金 の 種 別 変 更 届

の提出が必要です。
国民健康保険の資格喪失届

国 民 年 金 の 種 別 変 更 届

就 職 ま た は 退 職 さ れ た 方 の 国 民 年 金
国 民 健 康 保 険 の 手 続 き に つ い て


